


- 44 - 

 
 

 

 幼年期の子どもたちの健全な育成と防火思想の普及を目的として、園単位で結成され、

「防火教室」、「避難訓練」などを通じて防火意識の高揚を図っています。 
 

                            令和元年５月１日現在 
 

 
 

 

    クラブ数    
 

 

     クラブ員数    
 

公立保育園 29園 2,855人 

私立保育園 

私立幼稚園 

認定こども園 

33園 5,424人 

合 計 62園 8,279人 

 
 

 

 

 小中学生に対し、火災予防に関する知識及び基礎的な技術と、火の取り扱いに対する

正しい知識を伝え、子どもたちを通じて家庭、地域へと浸透させ、火災の減少に努めて

います。 

                            令和元年５月１日現在 
 

クラブ数 クラブ員数 

中学校 15校 438人 

小学校 37校 552人 

合 計 52校 990人 

 

幼年消防クラブの概要 

少年消防クラブ(Ｂ.Ｆ.Ｃ)の概要 
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 防火管理については、多数の者が出入りし、勤務し又は居住する防火対象物に義務づ

けられています。 

 防災管理については、防火管理が必要な防火対象物のうち、特に大規模な対象物に義

務づけられております。 

 

平成30年度は甲種防火管理新規講習４回、乙種防火管理講習４回、甲種防火管理再講

習１回を実施しました。 

 

過去５年間の講習実施状況 

 

年度別 H26 H27 H28 H29 H30 

受講者数 

甲種防火管理新規講習 257 238 252 267 324 

乙種防火管理講習 47 75 95 114 29 

甲種防火管理再講習 37 13 24 13 102 

防災管理新規講習      

自衛消防業務新規講習 25     

 

 

小規模社会福祉施設講習会          事業所の消防訓練 

 

防火管理・防災管理の状況 



2,577 1,790 13 13

劇場・映画館 3 3

公会堂・集会場 240 191

キャバレー・ナイトクラブ 5 3

遊技場・ダンスホール 17 16

性風俗関連特殊営業店舗等 1

カラオケボックス等 15 15

料理店等

飲食店 295 190

百貨店・マーケット等 331 232 1 1

旅館・ホテル 13 12

寄宿舎・共同住宅 374 336

⑴ 病院（避難患者介助必要） 1 1

⑵ 有床診療所（避難患者介助必要） 2 2

⑶ 病院（⑴を除く）・有床診療所（⑵を除く）等 13 12 2 2

⑷ 老人短期入所施設・重症心身障害児施設等 42 39

⑴ 老人短期入所施設等 69 60

⑵ 救護施設 2 2

⑶ 乳児院

⑷ 障害児入所施設 1 1

⑸ 障害者支援施設等 5 4

⑴ 老人デイサービスセンター等 34 30

⑵ 更生施設

⑶ 助産施設・保育所等 50 46

⑷ 児童発達支援センター等 6 3

⑸ 身体障害者福祉センター等 7 6

幼稚園等 20 20

小・中・高等学校等 78 58 1 1

図書館・博物館等 1 1

蒸気・熱気浴場

イに掲げる以外の公衆浴場 2 2

車両の停車場

神社・寺院等 46 38

工場・作業所 117 109 4 4

映画・テレビスタジオ

自動車車庫・駐車場

飛行機の格納庫等

倉庫 40 34

前各号に該当しない事業所 163 130 1 1

特定防火対象物を含む複合用途 510 164 2 2

イ以外の複合用途 72 28 1 1

地下街 1 1 1 1

重要文化財等の建築物 1 1

ロ

イ

イ

ロ

ハ

イ

10

17

16の２

ロ

イ

15

14

ロ

イ

ロ

イ

11

12

13

16

1

防火管理者
選任義務対象物

防火管理者
届出済対象物数

　　　　　　　　区　分

　　　用　途

合　　　計

防災管理者
選任義務対象物

防災管理者
届出済対象物数

ロ

イ

平成31年３月31日現在

9

3

2

6

5

8

7

ニ

ロ

イ

4

ロ

イ

ニ

ハ

ロ

防火管理・防災管理の実施状況
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防火対象物数 査察実施件数

10,633 2,183

劇場・映画館 4 2

公会堂・集会場 141 45

キャバレー・ナイトクラブ 4 3

遊技場・ダンスホール 16 8

性風俗関連特殊営業店舗等 1 1

カラオケボックス等 14 0

料理店等 0 0

飲食店 213 108

百貨店・マーケット等 416 163

旅館・ホテル 18 10

寄宿舎・共同住宅 4,155 40

(1) 病院(避難患者介助必要) 1 1

(2) 有床診療所(避難患者介助必要) 3 2

(3) 病院((1)を除く)・有床診療所((2)を除く)等 19 6

(4) 無床診療所・無床助産所 149 41

(1) 老人短期入所施設・養護老人ホーム等 75 13

(2) 救護施設 1 0

(3) 乳児院 0 0

(4) 障害児入所施設 2 1

(5) 障害者支援施設等 11 6

(1) 老人デイサービスセンター等 49 15

(2) 更生施設 1 0

(3) 助産施設・保育所等 67 30

(4) 児童発達支援センター等 10 3

(5) 身体障害者福祉センター等 28 21

幼稚園等 42 22

小・中・高等学校等 286 106

図書館・博物館等 4 1

蒸気・熱気浴場 0 0

イに掲げる以外の公衆浴場 3 2

車両の停車場 4 3

神社・寺院等 82 15

工場・作業場 1,683 577

映画・テレビスタジオ 1 1

自動車車庫・駐車場 87 26

飛行機の格納庫等 1 0

倉庫 980 304

前各号に該当しない事業所 831 314

特定防火対象物を含む複合用途 752 197

イ以外の複合用途 468 95

地下街 1 0

重要文化財等の建築物 10 117

14

15

16
イ

ロ

16の２

11

12
イ

ロ

13
イ

ロ

7

8

9
イ

ロ

10

4

5
イ

ロ

6

イ

ロ

ハ

ニ

2

イ

ロ

ハ

ニ

3
イ

ロ

平成30年度中(棟別150㎡以上)

用　途

合　計

1
イ

ロ

防火対象物の査察実施状況防火対象物の査察実施状況
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16 20 23 1 4 3 7 157 1 0 36 44 21 81 1 3 0 1 1 420

1 2 2 1 1 8 4 6 5 30

1 3 4 1 1 14 4 6 2 7 1 44

1 3 1 1 6 2 4 18

1 3 1 1 1 14 5 1 10 1 1 39

2 1 10 5 1 5 24

1 2 1 1 10 1 1 2 1 20

4 1 1 22 2 1 1 9 41

5 1 1 9 1 4 1 2 24

3 2 1 13 4 4 4 7 38

1 4 1 10 4 12 8 2 42

2 8 30 7 3 5 15 1 71

1 29
１月

２月

３月

4 81 11 4

９月

 10月

11月

12月

30年

合計

４月

５月

６月

７月

８月

 
誘
導
灯

 
動
力
消
防
ポ
ン
プ
設
備

 
水
噴
霧
消
火
設
備
等

 
消
防
用
水

月
別

 
自
動
火
災
報
知
設
備

　
パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
自
動
消
火
設
備

 
消
防
機
関
へ
通
報
す
る
設
備

 
避
難
器
具

合
計

パ
ッ
ケ
ー
ジ
型
消
火
設
備

排
煙
設
備

 
ガ
ス
漏
れ
火
災
警
報
設
備

 
漏
電
火
災
警
報
器

 
非
常
警
報
設
備
（
放
送
設
備
含
）

平成30年度中（自主設置及び改修含む）

種
別

 
屋
内
消
火
栓
設
備

 
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設
備

 
連
結
送
水
管

 
屋
外
消
火
栓
設
備

 
連
結
散
水
設
備

 
非
常
コ
ン
セ
ン
ト
設
備

消防用設備等設置状況消防用設備等設置状況
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135 152 150 133 146 140 142 166 143 125 159 186 1,777

劇場・映画館 0

公会堂・集会場 1 1 1 1 1 5

キャバレー・ナイトクラブ 0

遊技場・ダンスホール 0

性風俗関連特殊営業店舗等 0

カラオケボックス等 0

料理店等 0

飲食店 2 2 1 3 1 9

百貨店・マーケット等 2 1 2 1 1 3 2 12

旅館・ホテル 0

寄宿舎・共同住宅 1 5 6 2 1 4 4 2 4 3 6 1 39

(1) 病院(避難患者介助必要) 0

(2) 有床診療所(避難患者介助必要) 0
(3) 病院((1)を除く)・有床診療所((2)を除く)等 0

(4) 無床診療所・無床助産所 1 1 1 3

(1) 老人短期入所施設等 1 2 1 4

(2) 救護施設 0

(3) 乳児院 0

(4) 障害児入所施設 0
(5) 障害者支援施設等 1 1 1 3

(1) 老人デイサービス等 1 1 2 4

(2) 更生施設 0

(3) 助産施設・保育所等 1 1 1 1 1 1 6

(4) 児童発達支援センター等 0
(5) 身体障害者福祉センター等 1 1

幼稚園等 0

小・中・高等学校等 1 2 3

図書館・博物館等 0

蒸気・熱気浴場 0

イに掲げる以外の公衆浴場 0

車両の停車場 1 1 2

神社・寺院等 1 1 1 3

工場・作業場 2 2 4 2 2 3 4 3 3 2 27

映画・テレビスタジオ 0

自動車車庫・駐車場 2 1 1 3 1 1 1 2 12

飛行機の格納庫等 0

倉庫 5 3 1 1 3 2 2 2 2 2 2 25

前各号に該当しない事業所 2 5 2 1 4 2 2 2 8 2 30

特定防火対象物を含む複合用途 2 1 1 3 1 2 10

イ以外の複合用途 1 1 1 2 5

地下街 0

重要文化財等の建築物 0

60 56 42 51 73 59 54 79 70 49 67 50 710

1 1 2

1 1 2 57 61

2 1 3 2 5 2 2 2 2 4 1 26

72 75 67 72 87 78 78 99 92 66 94 122 1,002

63 77 83 61 59 62 64 67 51 59 65 64 775通知

17

専用住宅

仮使用建築物

仮設建築物

その他

小計

14

15

16
イ

ロ

16の２

12
イ

ロ

13
イ

ロ

8

9
イ

ロ

10

11

6

イ

ロ

ハ

ニ

7

3
イ

ロ

4

5
イ

ロ

   用途

合計

1
イ

ロ

2

イ

ロ

ハ

ニ

11 12 1 2 3 合計

平成30年度中
月別　   

4 5 6 7 8 9 10

用途別建築確認同意･通知件数用途別建築確認同意･通知件数
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３階 ４階 ５階 ６階 ７階 ８階 ９階 10階 11階 12階 13階 14階 15階 合計

1,810 731 518 141 87 91 26 26 42 16 14 7 9 3,518
1 1
8 1 1 10
2 2

1 1
0

3 3
0

24 2 1 27
30 8 1 39
2 1 3 2 3 2 13

741 361 392 95 66 72 21 21 40 11 13 6 8 1,847
(1) 1 1
(2) 2 1 3
(3) 2 6 5 2 1 1 17
(4) 28 5 1 34
(1) 11 8 9 28
(2) 0
(3) 0
(4) 1 1
(5) 3 1 4
(1) 4 1 1 1 7
(2) 1 1
(3) 2 1 3
(4) 1 1
(5) 1 1

9 9
54 85 4 5 2 1 1 1 2 155
1 1 2

0
1 1

0
3 2 5

189 48 10 6 1 1 255
1 1
6 7 1 14

0
82 21 4 1 108
185 37 19 5 3 3 1 1 254
229 78 32 15 6 8 3 2 1 2 1 1 1 379
182 56 33 12 5 3 291

0

平成31年３月31日現在

　用途別 階数別

合計

1
イ 劇場・映画館
ロ 公会堂・集会場

2

イ キャバレー・ナイトクラブ
ロ 遊技場・ダンスホール
ハ 性風俗関連特殊営業店舗等
ニ カラオケボックス等

3
イ 料理店等
ロ 飲食店
4 百貨店・マーケット等

5
イ 旅館・ホテル
ロ 寄宿舎・共同住宅

6

イ

病院(避難患者介助必要)
有床診療所(避難患者介助必要)
病院((1)を除く)・有床診療所((2)を除く)等
老人短期入所施設・重症心身障害児施設等

ロ

老人短期入所施設等
救護施設
乳児院
障害児入所施設
障害者支援施設等

ハ

老人デイサービスセンター等
更生施設
助産施設・保育所等
児童発達支援センター等
身体障害者福祉センター等

ニ 幼稚園等
7 小・中・高等学校等
8 図書館・博物館等

9
イ 蒸気・熱気浴場
ロ イに掲げる以外の公衆浴場

10 車両の停車場
11 神社・寺院等

12
イ 工場・作業場
ロ 映画・テレビスタジオ

13
イ 自動車車庫・駐車場
ロ 飛行機の格納庫等

14 倉庫

17 重要文化財等の建築物

15 前各号に該当しない事業所

16
イ 特定防火対象物を含む複合用途
ロ イ以外の複合用途

中高層建築物状況（令別表対象物）中高層建築物状況（令別表対象物）

-
50
-
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危険物施設状況 
 

平成31年３月31日現在における危険物施設数は、487施設です。 

施設別では、屋内貯蔵所120施設(24.6％）と最も多く、次いで給油取扱所110施設（22.

6％）、一般取扱所75施設（15.4％）地下タンク貯蔵所66施設（13.6％）になっています。 

指定数量の倍数別では、50倍以下の比較的小規模な施設が全体の78.9％を占め、大きな

ものでは1,000倍を超える施設が８施設あります。さらに、ガソリン、灯油などの石油製品

を中心とする第４類の危険物を貯蔵・取扱う施設は96.3％とそのほとんどを占めています。 

 

〔危険物施設における火災・流出事故（平成30年度中）〕 

火  災  ２件  

流出事故  １件  

その他   ４件  

 

 

 

 

取扱所 貯蔵所 製造所

298

1

危険物施設区分 危険物施設区分の内訳 

製造所 

１施設 

0.2％ 屋内貯蔵所 

120施設 

24.6％ 

一般取扱所 

75施設 

15.4％ 

屋外タンク

貯蔵所 

48施設 

9.9％ 

屋内タンク

貯蔵所 

7施設 

1.4％ 

地下タンク

貯蔵所 

66施設 

13.6％ 

簡易タンク

貯蔵所 

2施設 

0.4％ 

移動タンク

貯蔵所 

50施設 

10.3％ 

給油取扱所 

110施設 

22.6％ 

屋外貯蔵所 

5施設 

1.0％ 

販売取扱所 

3施設 

0.6％ 188 

移送取扱所 

0施設 

0％ 



2 － 1 469 1 － 14 487

1 1

小　計 1 － 1 286 1 － 9 298

屋内貯蔵所 1 1 108 1 9 120

屋外タンク貯蔵所 48 48

屋内タンク貯蔵所 7 7

地下タンク貯蔵所 66 66

簡易タンク貯蔵所 2 2

移動タンク貯蔵所 50 50

屋外貯蔵所 5 5

小　計 1 － － 182 － － 5 188

給油取扱所 110 110

販売取扱所 3 3

移送取扱所 －

一般取扱所 1 69 5 75

平成31年３月31日現在

　　　　　種類

単独

混
在

合
計第

一
類

第
二
類

第
三
類

第
四
類

取
扱
所

第
五
類

第
六
類

　　製造所等別

合　計

製造所

貯
蔵
所

類別危険物施設状況
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平成31年３月31日現在

　
製
造
所
等
別

合
計

製
造
所

貯  蔵  所 取  扱  所

小
　
計

屋
内
貯
蔵
所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

給
油
取
扱
所

第
１
種
販
売
取
扱
所

第
２
種
販
売
取
扱
所

移
送
取
扱
所

一
般
取
扱
所　

倍
数
別

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
外
貯
蔵
所

小
　
計

110 1 2 0 75

５倍以下 177 142 68

7 66 2 50 5 188合　計 487 1 298 120 48

35 2 339 5 27 2 30 1

11 21

10倍超
50倍以下 122 72 21

1 19 1 2 32
５倍超

10倍以下 85 53 21 9

50 33 1 2 1422 1 15 11 2

11 1

100倍超
150倍以下 14 7 4

2 8 12
50倍超

100倍以下 28 1 15 3 2

7 71 2

10 1

200倍超
1,000倍以下 42 4 1

11
150倍超

200倍以下 11 0

38 36 22 1

1

5,000倍超
10,000倍以下 1 0

1
1,000倍超

5,000倍以下 4 3 2 1

1

10,000倍超 3 2 2

1

11

倍数別危険物施設状況倍数別危険物施設状況
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設置 変更 設置 変更

6 28 4 27 28

5 3 3 2 3

1 1 1

1 1

3 1 1 1 1

2 2

1 25 1 25 25

16 14 16

1 9 1 11 9

平成30年度中

区分　　 許可 完成検査
仮使用

　　種別

合計

製　造　所

貯
 
蔵
 
所

小計

  屋内貯蔵所

  屋外タンク貯蔵所

  屋内タンク貯蔵所

  地下タンク貯蔵所

  簡易タンク貯蔵所

  移動タンク貯蔵所

  屋外貯蔵所

取
扱
所

小計

  給油取扱所

  販売取扱所

  一般取扱所

平成30年度中（単位：円）　　　　　

　　　許可手数料 846,500

　　　完成検査手数料 389,000

　　　仮使用手数料 151,200

　　　仮貯蔵・仮取扱手数料 81,000

　　　完成検査前検査手数料 750,000

　　　条例タンク検査手数料 0

合　計 2,217,700

　　イ（水張り・水圧） 750,000

　　ロ（基礎地盤） 0

　　ハ（溶接部） 0

危険物施設の許可、完成検査及び仮使用状況

危険物関係手数料収入状況
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